
JP 2010-45754 A 2010.2.25

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】従来のツインウエルプロセスによるMOSトラン
ジスタで実施し、支援電源を半減（ハーフAVDD）フレー
ムの達成だけでなく、節電効果も達成でき、且つトリプ
ルウエルプロセスのコストを省略できる出力段回路を提
供する。
【解決手段】第一PMOSトランジスタ、第二PMOSトランジ
スタ、第一NMOSトランジスタ及び第二NMOSトランジスタ
を備える。第一NMOSトランジスタのソース極は第二中間
電圧に接続し、バルクは第二仕事電圧と接続し、ゲート
極は第三制御信号と接続する。第二NMOSトランジスタの
ソース極とバルクは第二仕事電圧に接続し、そのゲート
極は第四制御信号と接続する。これらトランジスタはツ
インウエルプロセスにより製造され、これらトランジス
タのドレインは互いに接続して出力端を形成し、いずれ
の時間においてもこれら制御信号のうち少なくとも一つ
がイネーブルされトランジスタの少なくとも一つを導電
する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バルクが第一仕事電圧と接続し、ソース極が第一中間電圧と接続し、ゲート極が第一制
御信号と接続した第一PMOSトランジスタと、
　ソース極とバルクが前記第一仕事電圧と接続し、ゲート極が第二制御信号と接続した第
二PMOSトランジスタと、
　ソース極が第二中間電圧と接続し、バルクが前記第一仕事電圧より低い第二仕事電圧と
接続し、ゲート極が第三制御信号と接続し、このうち、前記第一中間電圧と前記第二中間
電圧がいずれも前記第二仕事電圧より高く且つ前記第一仕事電圧より低い第一NMOSトラン
ジスタと、
　ソース極とバルクが前記第二仕事電圧に接続し、ゲート極が第四制御信号と接続した第
二NMOSトランジスタと、
を備え、前記トランジスタがツインウエルプロセスで製造され、且つ前記トランジスタの
ドレイン極が互いに接続して出力端を形成し、いずれの時間においても前記制御信号のう
ち少なくとも一つがイネーブル（enable）されて、前記トランジスタのうち少なくとも一
つを導電することを特徴とする出力段回路。
【請求項２】
前記第一中間電圧と前記第二中間電圧が、前記第一仕事電圧及び前記第二仕事電圧との間
であることを特徴とする請求項１に記載の出力段回路。
【請求項３】
前記第一中間電圧と前記第二中間電圧が、前記第一仕事電圧及び前記第二仕事電圧の和の
二分の一に等しいことを特徴とする請求項２に記載の出力段回路。
【請求項４】
前記出力端の電圧を引き上げるとき、前記第一制御信号又は前記第二制御信号のうち少な
くとも一つがイネーブルされて、前記第一PMOSトランジスタ又は前記第二PMOSトランジス
タのうち少なくとも一つを導電することを特徴とする請求項１に記載の出力段回路。
【請求項５】
前記出力端の電圧を引き下げるとき、前記第三制御信号及び前記第四制御信号のうち少な
くも一つをイネーブルして、前記第一NMOSトランジスタ及び第二NMOSトランジスタのうち
少なくとも一つを導電することを特徴とする請求項１に記載の出力段回路。
【請求項６】
プラス入力端、マイナス入力端及び出力端を有し、前記マイナス入力端が前記出力端と接
続する演算増幅器であって、
　前記プラス入力端の電圧と前記マイナス入力端の電圧により第一制御信号、第二制御信
号、第三制御信号及び第四制御信号のうち少なくとも一つをイネーブルする入力段回路と
、及び、
　バルクが第一仕事電圧と接続し、ソース極が第一中間電圧と接続し、ゲート極が第一制
御信号と接続した第一PMOSトランジスタと、
　ソース極とバルクが前記第一仕事電圧と接続し、ゲート極が第二制御信号と接続した第
二PMOSトランジスタと、
　ソース極が第二中間電圧と接続し、バルクが第二仕事電圧と接続し、ゲート極が第三制
御信号と接続した第一NMOSトランジスタと、
　ソース極とバルクが前記第二仕事電圧に接続し、ゲート極が第四制御信号と接続し、前
記トランジスタがツインウエルプロセスで製造され、且つ前記トランジスタのドレイン極
が前記出力端と接続した第二NMOSトランジスタと、を備えた出力段回路と、
を備えたことを特徴とする演算増幅器。
【請求項７】
前記第一中間電圧と前記第二中間電圧が前記第一仕事電圧及び前記第二仕事電圧との間で
あることを特徴とする請求項６に記載の演算増幅器。
【請求項８】
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前記第一中間電圧と前記第二中間電圧が前記第一仕事電圧及び第二仕事電圧の和の二分の
一に等しいことを特徴とする請求項７に記載の演算増幅器。
【請求項９】
前記出力端の電圧を引き下げるとき、前記プラス入力端とマイナス入力端の電圧がいずれ
も正極性であれば、前記演算増幅器の駆動期間が第一過渡期及び第一セットリング期に順
に分けられ、負であれば、前記演算増幅器の駆動期間は前記第一セットリング期のみ含む
ことを特徴とする請求項６に記載の演算増幅器。
【請求項１０】
前記演算増幅器が前記第一過渡期にあるとき、前記入力段回路は前記第三制御信号をイネ
ーブルし、前記第一NMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項９に記載の演算
増幅器。
【請求項１１】
前記演算増幅器が前記第一セットリング期にあるとき、前記入力段回路が前記第四制御信
号をイネーブルして前記第二NMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項９に記
載の演算増幅器。
【請求項１２】
前記演算増幅器が前記第一セットリング期にあるとき、前記入力段回路が更に前記第三制
御信号をイネーブルして前記第一NMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項１
１に記載の演算増幅器。
【請求項１３】
前記第一過渡期の時間と前記第一セットリング期の時間がオーバーラップするか、連続し
ていることを特徴とする請求項９に記載の演算増幅器。
【請求項１４】
前記出力端の電圧が引き上げられたとき、前記プラス入力端の電圧と前記マイナス入力端
の電圧がいずれも負であれば、前記演算増幅器の駆動期間は第二過渡期と第二セットリン
グ期の順に分けられ、正であるときは、前記演算増幅器の駆動期間は前記第二セットリン
グ期のみを含むことを特徴とする請求項６に記載の演算増幅器。
【請求項１５】
前記演算増幅器が前記第二過渡期にあるとき、前記入力段回路が前記第一制御信号をイネ
ーブルして前記第一PMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項１４に記載の演
算増幅器。
【請求項１６】
前記演算増幅器が前記第二セットリング期にあるとき、前記入力段回路が前記第二制御信
号をイネーブルして前記第二PMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項１４に
記載の演算増幅器。
【請求項１７】
前記演算増幅器が前記第二セットリング期にあるとき、前記入力段回路が更に前記第一制
御信号をイネーブルして前記第一PMOSトランジスタを導電することを特徴とする請求項１
６に記載の演算増幅器。
【請求項１８】
前記第二過渡期の時間と前記第二セットリング期の時間がオーバーラップするか連続して
いることを特徴とする請求項１４に記載の演算増幅器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は演算増幅器に関し、特にハーフAVDD（1/2 AVDD）フレームを支援する演算増幅器
であって、従来のツインウエルプロセスで製造されたMOSトランジスタにより実施される
演算増幅器に関する。
【背景技術】
【０００２】
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液晶材の特性は、直流電圧を持続して与えられると液晶材がダメージを受けるため、この
ような状況を防ぐために、業界では通常周期的に液晶層のデータチャネルの極性を反転さ
せる。このような動作は交流駆動（AC driving）という。正圧システムで仕事をする従来
の液晶表示器駆動ICにとって、システムは通常AVDD（13.5V若しくは16V）及びVSSの二種
類の仕事電圧のみ提供する（以下、AVDDフレームという）。AVDDフレームでは、たとえば
チャネル電圧をAVDDからVSSまで引き下げるときに電荷が無駄になるので、従来のパネル
の電気消耗量は全消耗量との比の7割も占め、更にLCDパネルのサイズが大きくなるほど、
パネルが過熱される問題を生じる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
上記の問題を解決するため、目下業界で開発された最新の解決手段として、上記二種の仕
事電圧の他、システムが別の仕事電圧（ハーフAVDD）（以下、ハーフAVDDフレームという
）を駆動ICに提供する。そのコンセプトは、正極チャネルをハーフAVDD電圧の電荷に放電
して回収し、その後ハーフAVDD電圧によりその他負極チャネルを充電する。従って、ハー
フAVDDの電源は基本的に省電の効果があり、更にLCDパネル過熱を防止できる。図1に示す
のは、ソ－スドライバ（図示せず）の二つの隣り合うチャネルY(n)、Y(n+1)において、Ha
lf AVDDフレームを支援する従来の演算増幅器と四つのスイッチのフレームの略図である
。各チャネルにはそれぞれ一つのHalf AVDDフレームを支援する演算増幅器110、120が設
けられ、それぞれAVDDとHalf AVDDとの間、及びHalf AVDDとVSSとの間で仕事をする。演
算増幅器110が発生する正アナログ画像信号A+の電圧範囲はAVDDとHalf AVDDとの間であり
、演算増幅器120が発生する負のアナログ画像信号A-の電圧範囲はHalf AVDDとVSSとの間
である。各所定時間ごとに、四つのスイッチS1～S4を切り替えて、経路出力端Y(n)、Y(n+
1)から交互に正のアナログ画像信号A+と負のアナログ画像信号A-をパネルまで出力しなけ
ればならない。しかしながら、従来技術によれば、演算増幅器110、120がHalf AVDDフレ
ームを支援する前提は、MOSトランジスタがトリプルウエル(triple well) プロセスを有
することである。NMOSを例にすると、一層多いディープnウエルプロセスでpウエル(p-wel
l)とp型基板(p-substrate)とを隔離する必要がある。然し、トリプルウエルプロセスはコ
ストの高い技術であり、業界では目下いまだ普及しておらず、且つトリプルウエルプロセ
スのコストは従来のツインウエルプロセルより高い。このような課題を解決するため、本
発明がなされた。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
上記の課題を解決するため、本発明の目的は、従来のツインウエルプロセスによりMOSト
ランジスタで実施する出力段回路を提供し、ハーフAVDDフレームを支援する。
【０００５】
上記目的を達成するために、本発明の出力段回路は、第一PMOSトランジスタ、第二PMOSト
ランジスタ、第一NMOSトランジスタ及び第二NMOSトランジスタを備える。第一PMOSトラン
ジスタのバルクは第一仕事電圧と接続し、ソース極は第一中間電圧と接続し、ゲート極は
第一制御信号と接続する。第二PMOSトランジスタのソース極とバルクは前記第一仕事電圧
に接続し、ゲート極は第二制御信号に接続する。第一NMOSトランジスタのソース極は第二
中間電圧に接続し、バルクは第二仕事電圧と接続し、ゲート極は第三制御信号と接続する
。このうち、前述の第二仕事電圧は前記第一仕事電圧より低く、及び、前記第一中間電圧
と前記第二中間電圧はいずれも前記第二仕事電圧より高く、且つ前記第一仕事電圧より低
い。第二NMOSトランジスタのソース極とバルクは前記第二仕事電圧に接続し、そのゲート
極は第四制御信号と接続する。このうち、これらトランジスタはツインウエルプロセスに
より製造され、且つこれらトランジスタのドレインは互いに接続して出力端を形成し、ま
た、いずれの時間においてもこれら制御信号のうち少なくとも一つがイネーブルされてこ
れらトランジスタのうち少なくとも一つを導電する。
【０００６】
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本発明の別の目的は、プラス入力端と、マイナス入力端と出力端とを有し、マイナス入力
端が出力端に接続した演算増幅器を提供することであり、前記演算増幅器は、入力段回路
及び出力段回路を備える。入力段回路はプラス入力端とマイナス入力端の電圧差により第
一制御信号、第二制御信号、第三制御信号及び第四制御信号のうち少なくとも一つをイネ
ーブルする。前記出力段回路は、バルクが第一仕事電圧と接続し、ソース極が第一中間電
圧と接続し、ゲート極が第一制御信号と接続した第一PMOSトランジスタと、ソース極とバ
ルクが前記第一仕事電圧と接続し、ゲート極が第二制御信号と接続した第二PMOSトランジ
スタと、ソース極が第二中間電圧と接続し、バルクが第二仕事電圧と接続し、ゲート極が
第三制御信号と接続した第一NMOSトランジスタと、及びソース極とバルクが前記第二仕事
電圧に接続し、ゲート極が第四制御信号と接続した第二NMOSトランジスタと、を備え、こ
れらトランジスタがツインウエルプロセスにより製造され、且つこれらトランジスタのド
レイン極が出力端と接続している。
【０００７】
以下図に示した実施形態を参照して、本発明の目的の達成に使われる技術手段と構造の特
徴を詳細に説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
以下で、液晶表示器のソースドライバ回路を例に挙げて説明するが、本発明の演算増幅器
および出力段回路を、その他ハーフAVDDフレームを支援する必要のあるIC上に応用しても
よい。
【０００９】
図２は、本発明の演算増幅器の実施例であるフレームの略図である。図２を参照すると、
本発明の演算増幅器200は、プラス入力端、マイナス入力端及び出力端を備え、演算増幅
器200は入力段回路210と出力段回路220を備える。入力段回路210は、仕事電圧AVDDで仕事
を行い、プラス入力端電圧V+とマイナス入力端電圧V-をそれぞれ受ける。その後、上記プ
ラス入力端の電圧とマイナス入力端の電圧により、四つの制御信号CS1、CS2、CS3、CS4の
うち少なくとも一つをイネーブルする。
【００１０】
出力段回路220は二つのPMOSトランジスタ221、222と二つのNMOSトランジスタ223、224を
含み、且つ四つのトランジスタ221、222、223、224のドレイン極を演算増幅器200の出力
端と接続し、上記出力端outが更に上記マイナス出力端と接続する。PMOSトランジスタ221
のバルク（bulk）は仕事電圧AVDDと接続して、ソース極が中間電圧Vtopと接続し、ゲート
極は制御信号CS1（ローアクティブ）を受け取る。PMOSトランジスタ222のソース極とバル
クは同時に仕事電圧AVDDと接続し、ゲート極は制御信号CS2を受け取る。NMOSトランジス
タ223のソース極は中間電圧Vbotと接続し、バルクは仕事電圧VSSと接続し、ゲート極は制
御信号CS3を受け取る。NMOSトランジスタ224のソース極とバルクは同時に仕事電圧VSSと
接続し、ゲート極は制御信号CS4を受け取る。本実施例において、中間電圧Vtop、Vbotは
いずれも仕事電圧ハーフAVDDと接続する。注意すべきは、中間電圧Vtop、Vbotの大小はこ
れに限らず、設計と必要に応じて調整できる。
【００１１】
このほか、四つのトランジスタ221、222、223、224の区別は、PMOSトランジスタ221及びN
MOSトランジスタ223のソース極電圧VSとバルク電圧VBとは異なり（VSB＞0）、従って、基
板効果（body-effect）を生じる。PMOSトランジスタ222及びNMOSトランジスタ224のソー
ス極電圧VSとバルク電圧VBは同じ（VSB＝0）であるので、基板効果は生じない。トランジ
スタの臨界電圧が基板効果のために増加すると、導電電流IDSの減少を起こし、回路駆動
力が弱くなる。
【００１２】
図３は図２におけるNMOSトランジスタ223、224の電圧電流出力の特性曲線を示す。図３か
らわかるように、基板効果のあるNMOSトランジスタ223はシンクカレント（sink current
）にも応用できるが、電流量は基板効果のないNMOSトランジスタ224の約半分となり、こ
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の特徴は本発明の回路フレームにとって非常に重要であり、基板効果のあるNMOSトランジ
スタ223はなお優良なシンクカレント力をもち、増幅器の出力に応用できる。
【００１３】
出力端電圧を変更するとき本発明の演算増幅器全体のドライバ期間は二段階、即ちそれぞ
れ過渡応答（transient period）とセットリング期（setting period）に分けて変化する
。過渡期には基板効果のあるトランジスタ221、223が導電（turn on）して（且つトラン
ジスタ222、224をオフする）、演算増幅器200がスイッチングする際の過渡電流を節約し
、セットリング期には基板効果のないトランジスタ222、224が導電（且つトランジスタ22
1、223をオフ）する。過渡期とセットリング期の時間はオーバーラップしてもよく、つま
りトランジスタ222、224をまずオンした後に、トランジスタ221、223をオフするか、また
はトランジスタ221、223をオフしなくてもよく、より大きいシンク電流（若しくはドレイ
ン電流）により演算増幅器200のセットリング時間を短縮することもできる。注意すべき
は、過渡期とセットリング期の間は少なくとも連続でなければならず、二者間に時間差が
あると、回路にフローティング現象が生じる。過渡期とセットリング期二者の時間配分は
回路の需要と回路負荷の大小によって決まる。
【００１４】
本発明は従来技術の二つの隣り合うチャネルY（n）、Y（n+1）の演算増幅器110、120がそ
れぞれAVDDとハーフAVDDの間、及びハーフAVDDとVSSの間（図1を参照）で仕事をするのと
は異なり、二つの隣り合うチャネルY（n）、Y（n+1）に設けられた二つの本発明の演算増
幅器（図示せず）では、回路構造及び仕事電圧が全く同じにも拘らず（同様にVSS、AVDD
、ハーフAVDDを受け取る）、本発明の演算増幅器200がハーフAVDDフレームを基礎にして
充放電により上記チャネル出力端電圧の予想極性に達しているので（図５Ａ～５Ｄで詳細
に説明する）、図１において四つのスイッチS1～S4を利用したデータ極性のスイッチング
メカニズムに代えることができる。
【００１５】
一般的に、液晶極性反転モデルは、大きく次のいくつかに分けられる。つまりフレーム反
転（frame inversion）、列反転（row inversion）、行反転（column inversion）、点反
転（dot inversion）、ツーライン・ドット反転（two line dot inversion）などである
。本発明の応用はいずれの特定の反転方式に限定されないが、以下ではツーライン（two 
line）・ドット反転モードで本発明の回路作動を説明する。
【００１６】
図４は、ツーライン・ドット反転モードでの二つの隣り合うチャネルY（n）、Y（n+1）の
出力端電圧の波形の一例を示す。図５Ａは、本発明に係わる演算増幅器の出力段回路が過
渡期にあるときの放電経路を示す略図である。図５Ｂは、本発明の演算増幅器の出力段回
路がセットリング期にあるときの放電経路を示す略図である。図５Ｃは、本発明の演算増
幅器の出力段回路が過渡期にあるときの充電経路を示す略図である。図５Ｄは、本発明の
演算増幅器の出力段回路がセットリング期にあるときの放電経路の略図である。
【００１７】
同時に、図２と図５Ａを参照すると、図４のチャネルY（n+1）の出力端の電圧の下降エッ
ジＩを例にすると、出力端電圧VOUT（つまり、マイナス入力端電圧V-）及びプラス入力端
電圧V+がいずれも正極であるとき、過渡期とセットリング期の二段階に分かれて変化する
。まず、回路が過渡期に入ると、入力段回路210が制御信号CS3をイネーブルして、NMOSト
ランジスタ223をオンし、ハーフAVDD仕事電圧で演算増幅器の出力端電圧を引き下げるこ
とで、放電電流が図5Ａの矢印方向にハーフAVDDを導入して、回収電荷をハーフAVDDのキ
ャパシティ（コンデンサー）に蓄積して節電する。しばらくすると、過渡期がおわり、セ
ットリング期に入る。入力段回路210はまず制御信号CS4をイネーブルしてNMOSトランジス
タ224をオンし、ついで制御信号CS3をアンイネーブルしてNMOSトランジスタ223をオフに
すると（若しくは継続して制御信号CS3をイネーブルしてNMOSトランジスタ223をオンにす
る）、電流は図５Ｂの矢印方向に沿って放電し、仕事電圧VSSを利用して演算増幅器の出
力端電圧VOUTを素早く目標電圧まで引き下げる。このセットリング期の電流はVSSを導入
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しているので、電荷は回収できない。
【００１８】
一方、出力端電圧が下降エッジであるが、出力端電圧VOUT及びプラス入力端電圧V+が上記
のプラス極性の要求に符合しないとき（例えば、下降エッジＩＩＩ）、このときはVSSに
より引き下げるしかなく、また電荷を回収することができないので、演算増幅器全体の駆
動期間は一段階の変化のみ、すなわちセットリング期となる。入力段回路210は直接制御
信号CS4をイネーブルして、NMOSトランジスタ224（若しくは同時に制御信号CS3をイネー
ブルしてNMOSトランジスタ223をオンする）をオンし、演算増幅器の出力端電圧VOUTを素
早く目標電圧まで引き下げる。
【００１９】
図２と図５Ｃを同時に参照すると、図４のチャネルY（n）の上昇エッジ（rising edge）
ＩＩを例にすると、出力端電圧VOUT及びプラス入力単電圧V+がいずれも負極性であるとき
は、過渡期とセットリング期の二段階に分かれて変化する。回路はまず、過渡期に入り、
入力段回路210がまず制御信号CS1をイネーブルし、PMOSトランジスタ221を導電してから
、ハーフAVDD仕事電圧を利用して演算増幅器の出力端電圧を引き上げ、ハーフAVDD仕事電
圧から供給する充電電流が図５Ｃの矢印方向に充電される。注意すべきは、この際チャネ
ルY（n）に充電する電荷は共用チャネルY（n＋1）からハーフAVDDへの回収電荷である。
つまり、チャネルY（n＋1）が引き下げるときは、負荷端が回収した電荷がチャネルY（n
）が負荷端に必要な消費電力を引き上げることができ、ハーフAVDDの電源を節約できるの
で、節電の目的が達成できる。同様に、暫くすると過渡期が終了し、回路はセットリング
期に入る。入力段回路210は、まず制御信号CS2をイネーブルし、PMOSトランジスタ222を
導電してから、制御信号CS1をアンイネーブルしてPMOSトランジスタ221をオフして（若し
くは、制御信号CS1を継続してイネーブルし、PMOSトランジスタ221を導電する）、AVDD仕
事電圧を利用して演算増幅器の出力端電圧VOUTを目標電圧まで素早く引き上げ、電流は図
５Ｄの矢印方向に沿って素早く充電される。
【００２０】
一方、出力端電圧が上昇エッジであるが、出力端電圧VOUT及びプラス入力端電圧V+が上記
のマイナス極性の要求に符合しないとき（例えば、上昇エッジＩＶ）、このときはAVDDに
より引き上げ、そのチャネルY（n+1）を共用してハーフAVDDの回収電荷を導入することが
できないので、演算増幅器全体の駆動期間は一段階の変化のみ、すなわちセットリング期
となり、入力段回路210は直接制御信号CS2をイネーブルして、PMOSトランジスタ222（若
しくは同時に制御信号CS1をイネーブルしてPMOSトランジスタ221をオンする）をオンし、
演算増幅器の出力端電圧VOUTを素早く目標電圧まで引き上げる。
【００２１】
図６Ａは、演算増幅器の出力端に負荷回路を繋げることにより、出力端電圧が下降エッジ
である過渡期をシュミレーションする。図６Ｂは、演算増幅器の出力端に負荷回路をつな
げて、出力端電圧が下降エッジであるセットリング期をシュミレーションする。図６Ｃは
、本発明の演算増幅器の出力端電圧VOUTのシュミレーション測定の結果を示す。
【００２２】
図６Ａ及び図６Ｂを見ると、本シュミレーション実験はN次RC-πモデルにより負荷回路を
製作し、下記のデータを選択して測定を行った：抵抗　R=10kΩ、キャパシティC=125pフ
ァラド、AVDD=13.5V、Vbot＝6.75V。同時に、シュミレーション実験の開始時のキャパシ
ティCの起動電圧を13.5Vと仮定すると（出力端電圧と等しい13.5V）、プラス入力端電圧V

+は6.75Vとなる。回路が過渡期に入るため、入力段回路210はまず制御信号CS3をイネーブ
ルし（つまり過渡期）、NMOSトランジスタ223をオンして、放電電流が図６Ａの矢印方向
に沿ってハーフAVDDを導入し、演算増幅器の出力端電圧を13.5Vから7V程度まで引き下げ
る。しばらくすると過渡期が終了し、セットリング期に入り、入力段回路210が制御信号C
S4をイネーブル（ハイレベル状態）、NMOSトランジスタ224をオンしてから、制御信号CS3
をアンイネーブルする。過渡期からセットリング期に入った後、図６Ｃから分かるように
、出力端電圧VOUTが素早く目標電圧6.75Vまで達している。
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【００２３】
以上の説明から分かるように、本発明に係わる演算増幅器の作動過程において、制御信号
CS1、CS2、CS3、CS4をスイッチングすることで出力端電圧VOUTのレベルを制御し、いずれ
のスイッチング電源（VSS、AVDD、ハーフAVDD）も作動せず、すべてのMOSトランジスタと
電源の接続が固定であるので、IC電源もいかなるスイッチングがなく、従って、回路は完
全に電源ショートのリスクを避けることができる。上記のとおり、繁雑で高価なトリプル
ウエルプロセスを使用する必要がなく、本発明は従来のツインウエルプロセストランジス
タと特殊な回路フレームを使用することにより演算増幅器の出力段回路を実施して、同様
のハーフAVDDフレームを支援するという目的と節電という効果を達成することができる。
【００２４】
以上、本発明の実施例を、図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成は、この実施例
に限られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等があっても、本発
明に含まれる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】二つの隣り合うチャネルにおいて、ハーフAVDDフレームを支援する従来の演算増
幅器と四つのスイッチのフレーム略図である。
【図２】本発明の演算増幅器の実施例のフレーム略図である。
【図３】図２におけるNMOSトランジスタ223、224の電圧電流の出力特性を比較した曲線を
示す。
【図４】ツーライン・ドット反転モデルでの二つの隣り合うチャネルY（n）、Y（n+1）の
出力端電圧の波形の一例を示す。
【図５Ａ】本発明の演算増幅器の出力段回路が過渡期であるときの放電経路の略図。
【図５Ｂ】本発明の演算増幅器の出力段回路がセットリング期であるときの放電経路略図
。
【図５Ｃ】本発明の演算増幅器の出力段回路が過渡期であるときの充電経路略図。
【図５Ｄ】本発明の演算増幅器の出力段回路がセットリング期であるときの放電経路略図
。
【図６Ａ】演算増幅器の出力端に負荷回路を接続することで、出力端電圧が下降エッジで
ある過渡期をシュミレーションした図。
【図６Ｂ】演算増幅器の出力端に負荷回路を接続することで、出力端電圧が下降エッジで
あるセットリング期をシュミレーションした図。
【図６Ｃ】本発明に係わる演算増幅器の出力端電圧Voutのシュミレーション測定結果。
【符号の説明】
【００２６】
110、120、200　　演算増幅器
　　　入力段回路
　　　出力段回路
221、222　PMOSトランジスタ
223、224　PMOSトランジスタ
S1、S2、S3、S4　　スイッチ
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